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緩和ケアに関して専門性の高い看護師が行う

訪問看護師との同行訪問の実施可能性

一国内分布と地理的関連性の分析－

Feasibility of home visit by nurses with higher palliative care specialty with visiting nurses in Japan 

-Analysis of nationwide distribution and geographical associations -

清水準~1，長内さゆり 2

Junichi Sh加註zu1,Sa戸uiOsanai2 

要 旨：目的： 2012年に診療報酬上評価された緩和ケアについて専門性の高い看護師

(NHPCS）が行う訪問看護師との療養者宅への同行訪問の実施可能性を地理情報システム

(GIS）により検討した。方法：都道府県別に NHPCSの分布や養成機関の位置との関連を

検討し， NHPCSが少ない都道府県について，所属医療機関と訪問看護ステーションの位

置等の関連を MANDARAによ り分析した。結果．老年人口あたりの NHPCSの分布は都

道府県間で2.6倍の差があり，近隣にがん関連認定看護師養成課程の定員が多い県で多く

なっていた。 NHPCSが少ない県では，訪問看護ステーションの半径 lOkm圏内に

NHPCSが所属する医療機関がない割合が高かった。考察・ GISの利用により NHPCSと

養成機関の偏在や実施困難な地域の存在が明らかになり，国内及び都道府県内の人的資源

の均てん化のため同行訪問の取り組みの必要性が示唆された。

キーワード 訪問看護，緩和ケア，認定看護師，専門看護師，地理情報システム

I 緒言

2012年4月の診療報酬改定により ，樗宿ケア

や緩和ケアに関して専門性の高い看護師が行う訪

問看護師との同行訪問（以下，同行訪問とする）が

評価されることとなった 1）。院内業務に専従する

ことの多いこうした看護師の院外での看護活動に

対して評価がなされたことが特徴である。

その一方で 2012年9月現在，この報酬の算定

が可能となる皮膚・排j世ケア認定看護師は 1,778

人，がん看護専門看護師327人，緩和ケアに関わ

る5領域の認定看護師は 3,231人にすぎない。今

回の向行訪問の算定は，こうした限られた人材を

医療機関が属する地域で有効活用しケアを要す

る人々が療養の場を問わず質の高いケアを受けら

れることに寄与するものと考えられる。

しかし実際に同行訪問を算定するためには，患

者のニーズを前提としつつ 専門性の高い看護師

と訪問看護師が活動可能な距離の中に一定数存在
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することが必要と考えられる。そうした医療資源

の分布を地理的な条件を考慮して定量的に分析す

る方法として 2,3），また分析結果の視認性の点か

らも 4,5），地理情報シス テム（以下 GIS Geo幽

graphic Information System）の有用性が指摘され

ており，国内では特に救急医療機関への患者のア

クセシピリテイの検証についての報告6～8）があ

る。なお， GISとは地上にある物や事象が持つ緯

度・経度・標高といった位置情報とそれらの属性

情報を統合してデータベースを構築し，検索・分

析・表示（可視化）できるようにしたシステム 9）の

総称である。

そこで本研究では， GISを使用して専門性の高

い看護師やその養成課程，訪問看護ステーション

の分布の関連を明らかすることにより，特に緩和

ケアに関する同行訪問が現状としてどの程度実施

可能で、あるのかを検証することを目的としそれ

らを踏まえ今後の体制づくりに向けた課題を考察

する。

II 方法

1. 分析方法

全国レベルの分析として，都道府県別に老年人

口10万人あたりの専門性の高い看護師数，常勤

換算訪問看護師数をそれぞれ算出し， GISソフト

ウェア MANDARA1o）を用いて図示した。また前

者には認定看護師養成課程の位置と定員も合わせ

て図示するとともに，都道府県県庁所在地から半

径 100km, 150 km. 200 km圏内に位置する養成

課程の定員数の合計をバッファ機能を用いて算出

させた。

次に各都道府県レベルの医療資源の分布の関連

性を明らかにするため，全国レベルの分析の中で，

専門性の高い看護師が相対的に少ないと考えられ

る地域を選択しそれらの看護師が所属する医療

機関の所在地と人数，訪問看護ステーションの所

在地，また地方都市での訪問看護の移動距離の標

準的上限と考えられる半径 lOkm圏内に位置す

る医療機関に勤務する専門性の高い看護師の人数

を算出し，平成22年の老年人口密度と共に図示

した。

なお専門性の高い看護師の所属が未公開の者，

また養成機関に所属していると考えられるものは

分析から除外した。

統計解析には IBMSPSS Statistics 20を用い，

順位相関係数には Spearmanの順位相関を使用し

た。なお本研究は国勢調査と同様，母集団を想定

していないため仮説検定は行っていない。

2. 使用したデータ

全国レベルの分析では，日本看護協会が公表し

ている各県ごとの看護師数 ll)' 2012年9月現在

の専門看護師 12）及び認定看護師 13）の専門分野別

人数を使用し，がん看護専門看護師および緩和ケ

ア，がん化学療法看護，がん性J底痛看護，乳がん

看護，がん放射線看護の認定看護師（以下，合わ

せて「専門性の高い看護師」とする）の人数の合計

を算出した。同様に，この人数の大半を占める認

定看護師の養成機関の定員と所在地情報 14）を使

用した。常勤換算訪問看護師数については，平成

22年度介護サービス施設・事業所調査 15）より，

職員総数からその他の職員（事務職員など）を除い

た値を用いた。各県の老年人口については平成

22年度国勢調査 16）を使用した。

都道府県レベルでの分析では，専門性の高い看

護師の所属機関の所在地と所属機関ごとの合計人

数を算出して用いた。また各県の介護情報サービ

ス公表システムより「訪問看護」事業所の情報を抽

出し，その中から病院・診療所を除外した事業所

の所在地情報を使用した。市町村別の老年人口密

度は，平成22年度国勢調査 16）及び，全国都道府

県市区町村別面積調 17）のデータを用い算出した。

専門性の高い看護師の所属機関及び認定看護師

養成課程，訪問看護ステーションの所在地の情報

から， MANDARAのアドレスマッチング機能を

用いて緯度経度を算出し 地図上に空間情報と属

性情報を表示可能とした。

III 結果

1. 全国レベルの分布

老年人口あたりの専門性の高い看護師数の平均

（標準偏差）は 11.4(2.78）人であり，神奈川県（17.3

人），広島県（16.4人），東京都（16.2人）などで多く，

秋田県（6.55人），福島県（6.74人），新潟県（6.92人）

などで少なかった。概して東日本，特に東北地方
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に少ない県が多く見られた（図 1-1，図 1-2）。

また当該5領域の認定看護師養成課程は，東北，

中国，四園地方には少なく，東京，名古屋，大阪

といった大都市周辺に集中していた。各都道府県

の県庁所在地から 100km, 150 km, 200 km圏内

にある養成課程の定員の合計と専門性の高い看護

宅年人口あたり 課程休議、
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図1 1 老年人口あたりの緩和ケアに関して専門性の

高い看護師の分布（東日本）

注 図の都合により， 一部の離島は表示していない。
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図1-2 老年人口あたりの緩和ケアに関して専門性の

高い看護師の分布（西日本）

注・図の都合により，沖縄県は数値での記載とし

部の離島は表示していない。

師数との相関係数は，それぞれ0.37,0.27, 0.20 

と養成課程の定員が近隣に多い都道府県ほど，専

門性の高い看護師が多くなっていた。

一方，老年人口10万人あたりの常勤換算訪問

看護師数の平均（標準偏差）は94.2(23.9）人で，福

井県（143.3人），和歌山県（142.5人），徳島県（134.8

人）などで多く，佐賀県（34.1人），秋田県（55.2人），

香川県（56.9人）などで少なかった。このほか近年

高齢化が進んで、いる関東近県に少ない県が見られ

た（図2）。

なお都道府県別にみた専門性の高い看護師数

と，常勤換算訪問看護師数との順位相関は 0.32,

看護師数とは0.34であった。

2.都道府県レベルの分布

全国レベルの分析の結果，専門性の高い看護師

が少な く， かっ一方が海 三方が山と他県とのサー

ビスの流出入の影響が少なく ，可住地面積が

25%前後と比較的地理的条件が似ている秋田県

と宮崎県について，詳細な検討を加えることとし

た。

秋田県の専門性の高い看護師数は上述の通り

6.55人であり，県がん診療連携拠点病院1か所，

地域がん診療連携拠点病院7か所のすべてを含む

14か所の病院に実数で21名が配置されていた。

（人／10万人）
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図2 老年人口あたりの常勤換算訪問看護師の分布

注：図の都合により，沖縄県は数値での記載とし，

部の離島は表示していない。
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く見られたO また専門性が高い看護師が1名のみ

所属する医療機関がlOkm圏内にあったステー

ションは7か所であり， 2名以上の専門性の高い

看護師がいるステーションは 34か所（68.0%）で

あった（図4）。

N 考察

専門性の高い看護師の都道府県レベルの分

布状況

今回，緩和ケアに関して専門性の高い看護師数

は都道府県により最大2.6倍の差が存在し，老年

人口あたり看護師数が少なく，認定看護師養成課

程の定員が100～ 150km圏内に少ない都道府県

に少ない傾向が見られた。

このことから，老年人口あたり看護師数が少な

い都道府県の医療機関では，遠くにある養成課程

に職員を派遣することが困難なため，緩和ケアに

関して専門性の高い看護師が少なくなり，格差が

拡大している可能性が考えられる。

その一方で，平成24年度は職能団体や大学な

どが18の関連する認定看護師養成課程を開講し

ているが，休止している課程も 6課程見られた。

休止理由は明確で、はないが設置されている各都道

また常勤換算訪問看護師数は 55.2人と全国平

均を下回っており，抽出された県内 38か所の訪

問看護ステーションにおいて，lOkm圏内に専門

性の高い看護師が所属する医療機関が存在しな

かったステーション（注：図では円のみで表示）は

10か所，また専門性が高い看護師が1名のみ所

属する医療機関がlOkm圏内にあったステー

ション（注 ．図ではドットの背景の円で表示）が8

か所であり， 2名以上の専門性の高い看護師がい

るステーションは 20か所（52.6%）であった（図

3）。

宮崎県の老年人口あたりの専門性の高い看護師

数は 7.21人であり，県がん診療連携拠点病院1

か所，地域がん診療連携拠点病院2か所のすべて

を含む 10か所の病院に専門性の高い看護師が実

数で 18名配置されていた（その他に所属非公表が

3名）。

また常勤換算訪問看護師数は 102.6人であり全

国平均を上回っていた。抽出された県内 50か所

の訪問看護ステーションにおいて， lOkm圏内に

専門性の高い看護師が所属する医療機関が存在し

なかったステーションは9か所であり，県西部や

山間部，延岡市から南下した海岸沿いの地域に多
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府県での人数の充足，課程の定員割れなどが考え

られる。しかしながら，これらの養成課程は開設

時には日本看護協会による審査により一定の質が

保障され，養成経験も蓄積していること，また少

し離れた都道府県では専門性の高い看護師が不足

している状況であることを考慮すると，個々の法

人やそれを補助する都道府県の休止理由は妥当で

あっても，より大きな視点からは検討の余地を残

しているといえる。

こうした現状を踏まえると，課程の開設時点で

日本の認定看護師養成に必要な資源、をどの地域に

投入するのが望ましいのかの検討や，開設後の養

成方法の改善 ・変更や研修生を出す医療機関への

補助といった全国レベルでの均てん化の視点から

養成を計画，調整する場が存在しないか，十分に

機能していない状況が推察される。

2.秋田県，宮崎県における専門性の高い看護

師の分布状況

都道府県レベルでの検討例として秋田県，宮崎

県における医療資源の地理的条件を検討した結

果，両県とも老年人口が密集している都市部では

同行訪問が実施可能な状況と考えられた。しかし

宮崎県では訪問看護師数は全国平均を上回り，ス

テーション数も多いものの 専門性の高い看護師

が所属する医療機関が宮崎市などに集中している

こともあり，県中～北部の海沿いの地域では老年

人口密度が40人／km2を超えるものの同行訪問

が実施しづらいものと推定される。一方，秋田県

では訪問看護師数やステーション数も少ないもの

の， 2次医療圏ごとに地域がん診療連携拠点病院

が設置されていることもあり，県内に専門性の高

い看護師が分散して存在し 老年人口密度が40

人／km2以上の市町村の中心部では概ね同行訪問

が実施可能と考えられた。

とはいえ専門性の高い看護師がlOkm圏内に 2

名以上いる訪問看護ステーションは秋田県

52.6%，宮崎県で68.0%に過ぎず，専門性の高い

看護師が一人しかいない医療機関もある。こうし

た状況では院外での継続的な活動が困難となる可

能性も考えられる。今後人員配置を増やすこと

や，近隣の医療機関に専門性の高い看護師が存在

する場合に役割分担をしていくことなども，こう

した地域で同行訪問を定着させていくために必要

と思われる。

3. 本研究の意義と限界

本研究は職能団体や行政などの過去の公開デー

タに基づいた分析であり 現状の看護師の配置と

異なる可能性や地域や医療機関特有の事情，つま

り実際に専門性の高い看護師が同行訪問を行える

体制にあるかどうかや 訪問看護師に実施の意向

があるかなど，ミクロな側面は反映できておらず，

あくまでも実施の前提条件を示したに過ぎない。

また， 500m四方のメッシュを単位に交通渋滞等

の情報を考慮し，車での移動で30分圏内などと

いった条件を付けた GISでの分析の実例 18）もあ

るが，分析コストを考慮し今回はそこまで精織な

分析は行っていない。現状では日本の専門看護師

や認定看護師の偏在に関する研究や GISを用い

て在宅医療 ・福祉資源の偏在を検討した研究は蓄

積が少なく，今後も継続した検証が必要である。

しかしながら，今回の分析から，上述のように

専門性の高い看護師が行う訪問看護師との同行訪

問の体制の充実は地域の個々の医療機関や訪問看

護ステーションの努力だけでは困難なことは明白

である。特に認定看護師の養成機関が少ない東北

地方などでは，各県が専門性の高い看護師の養成

教育，職場への定着，地域での活用といった観点

から国や養成に関与する周囲の都道府県，養成課

程などと広域的かつ互恵的な戦略を立てていく必

要性が示唆された。

V 結論

緩和ケアに関して専門性の高い看護師が行う訪

問看護師との同行訪問の前提となる看護師の全国

分布や県内での勤務する医療機関と訪問看護ス

テーションとの地理的関係に関して地理情報シス

テム（GIS）により分析し 実施可能性を検討・した

ところ，以下の内容が明らかになった。

1.老年人口あたりの緩和ケアに関する専門性の高

い看護師数は都道府県間で2.6倍の差が見ら

れ，特に東日本に少ない。

2.老年人口あたりの緩和ケアに関する専門性の高

い看護師数は，老年人口あたり看護師数が少な

く，周囲 lOOkm圏内の認定看護師養成課程の
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定員が少ない都道府県で少ない。

3.老年人口あたりの緩和ケアに関する専門性の高

い看護師数が少ない県では，訪問看護ス テー

ションの周囲半径 lOkm圏内に， こうした看

護師が不在または少数であるため同行訪問が困

難な地域が多く存在する ことが示唆された。

謝辞： 本論文の執筆にあたり有意義な助言をいた

だいた東京女子医科大学看護学部吉田澄恵先生に

心 より御礼申し上げます。なお，本研究はJSPS

科研費（若手研究 B: 23792720）の助成を受けて実
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Abs廿act: Background : The purpose of this study was to examine the feasibility of home 

visit by nurses with higher palliative care specialty (NHPCS) with visiting nurses, which 

became covered by Japanese national medical insurance system in 2012, using a geographical 

information system (GIS). 

Methods : We examined the distribution of NHPCS among prefectures and the association 

between the number of NHPCS and the location of the training institutions. Furthermore, in 

the prefectures with a small number of NHPCS, the geographical associations between the 

hospitals to which the NHPCS belonged and the home visiting nursing centers are analyzed 

by恥rIANDARA

Results : The distribution of NHPCS per aging population differed by 2.6-fold among the 

prefectures, and the number of NHPCS was higher in prefectures with a high admission 

capacity into certified nurse training courses relevant to cancer. In the prefectures with a 

small number of NHPCS, the percentage of cases in which the hospital to which the NHPCS 

belonged was not within a 10 km radius of the home visit nursing center was high. 

Discussion : From this analysis performed using the GIS, the uneven distribution of 

NHPCS and home visit nursing stations, and their geographical association became clear. 

Elimination of disparities in both human resources and training institutions among and also 

within prefectures is recommended. 

Key words: Home Visit Nursing, Palliative Care, Certified Nurse, Certified Nurse Specialist, 

Geographical Information System 
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